
※

（注２）この申請書は、裏面の３に掲げる申請書の 氏　　　 　名 （電話　　　　　　　　　　　　　）

提出期限までに必ず提出してください。 (7.4)

事 業 の 目 的

添　付　書　類

□　減免を受けようとする事由に該当する事実を証明する書類

□　その他

（注１）該当する□にレ印をつけてください。 関与税理士

事　業　種　目

６箇月以上
事業を中止中
の　法　人

事業中止の理由

事業中止の始期 　　　　　　　　　　　　　年　　　　月　　　　日から中止

設 立 年 月 日 　　　　　　　　　　　　　年　　　　月　　　　日

公益社団法人
又は

公益財団法人
等

設立登記年月日 　　　　　　　　　　　　　年　　　　月　　　　日

　（減免額に１００円未満の端数があるときは、これを切り上げた数値（100円単位）をご記入ください。）

減 免 を 受 け よ う と す る 事 由

解 散 年 月 日 　　　　　　　　　　　　　年　　　　月　　　　日

清算中の法人 解散登記年月日 　　　　　　　　　　　　　年　　　　月　　　　日

清算人の住所及び氏名

課税標準（均等割額）の算定期間

減免額（均等割額）（円） 0 0 円

法　人　の　市　民　税　減　免　申　請　書

 　　　年　 　　月　 　　日

（宛　先）　　名古屋市栄市税事務所長

所在地
申　　　請　　　者
（納税義務者）

（電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　）

名　　称

第3号様式

処
理
事
項

発信年月日 通知書番号 管理番号
通信日付印 確認

　法人の市民税の減免を受けたいので、名古屋市市税減免条例第　　　条第　  　項第　　　号
の規定に基づき、下記のとおり申請します。

年 月 日 か ら
年 月 日 ま で

事業年度の期間

年 月 日 か ら
年 月 日 ま で

受 付 印


